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【独立行政法人 国立国際医療研究センター】 （単位：円）

資産の部

Ⅰ　流動資産

現金及び預金 6,263,307,886

医業未収金 4,754,609,503

貸倒引当金 △57,250,282 4,697,359,221

未収金 905,449,104

医薬品 172,167,575

診療材料 175,459,069

給食用材料 6,217,850

貯蔵品 20,854,180

前渡金 41,886,435

前払費用 225,060

未収収益 1,217,263

その他流動資産 25,464,200

流動資産合計 12,309,607,843

Ⅱ　固定資産

１　有形固定資産

建物 47,351,941,905

減価償却累計額 △8,415,093,461 38,936,848,444

構築物 929,583,744

減価償却累計額 △179,402,689 750,181,055

医療用器械備品 11,002,598,697

減価償却累計額 △7,111,128,498 3,891,470,199

その他器械備品 7,013,909,205

減価償却累計額 △4,124,955,290 2,888,953,915

車両 4,133,052

減価償却累計額 △1,090,665 3,042,387

土地 35,380,750,850

建設仮勘定 972,000

その他有形固定資産 55,750,000

有形固定資産合計 81,907,968,850

２　無形固定資産

ソフトウェア 536,898,148

電話加入権 282,000

その他無形固定資産 6,227,168

無形固定資産合計 543,407,316

３　投資その他の資産

長期定期預金 500,000,000

破産更生債権等 227,495,613

貸倒引当金 △227,495,613 0

災害備蓄在庫 12,079,752

その他投資資産 770,000

投資その他の資産合計 512,849,752

固定資産合計 82,964,225,918

資産合計 95,273,833,761

貸　借　対　照　表
（平成27年3月31日）

科　　　　　　　　　　目 金　　　　　　　　　　　　額
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【独立行政法人 国立国際医療研究センター】 （単位：円）

科　　　　　　　　　　目 金　　　　　　　　　　　　額

負債の部

Ⅰ　流動負債

預り寄附金 95,258,509

一年以内返済長期借入金 1,102,147,780

買掛金 1,435,765,329

未払金 4,972,471,169

一年以内支払リース債務 438,759,658

前受金 69,913,191

預り金 255,382,454

未払費用 7,845,190

引当金

賞与引当金 993,244,346 993,244,346

流動負債合計 9,370,787,626

Ⅱ　固定負債

資産見返負債

資産見返運営費交付金 959,438,301

資産見返補助金等 1,428,572,902

資産見返寄附金 91,632,033

資産見返物品受贈額 11,384,345 2,491,027,581

長期借入金 18,808,370,240

リース債務 85,917,098

引当金

退職給付引当金 54,915,853

環境対策引当金 97,179,100 152,094,953

資産除去債務 53,584,267

固定負債合計 21,590,994,139

負債合計 30,961,781,765

純資産の部

Ⅰ　資本金

政府出資金 67,888,461,589

資本金合計 67,888,461,589

Ⅱ　資本剰余金

資本剰余金 5,406,611,844

損益外減価償却累計額（△） △3,678,806,504

資本剰余金合計 1,727,805,340

Ⅲ　繰越欠損金

当期未処理損失 △5,304,214,933

（うち当期総損失） （ △1,436,575,100 ）

繰越欠損金合計 △5,304,214,933

純資産合計 64,312,051,996

負債純資産合計 95,273,833,761
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【独立行政法人 国立国際医療研究センター】 （単位：円）

経常費用

業務費

給与費 18,056,456,239

材料費 9,445,526,768

委託費 2,785,245,220

設備関係費 5,900,467,042

経費 2,080,724,165

その他 6,134,961 38,274,554,395

一般管理費

給与費 918,718,884

委託費 43,010,361

設備関係費 7,282,672

経費 82,056,752 1,051,068,669

財務費用 257,691,919

その他経常費用 46,086,500

経常費用合計 39,629,401,483

経常収益

運営費交付金収益 6,652,508,511

補助金等収益 17,437,552

業務収益

医業収益 29,350,652,597

研修収益 55,259,517

研究収益 1,045,052,295

教育収益 282,996,701 30,733,961,110

寄附金収益 44,650,734

資産見返負債戻入

資産見返運営費交付金戻入 216,817,921

資産見返補助金等戻入 424,198,685

資産見返寄附金戻入 26,365,944

資産見返物品受贈額戻入 417,650 667,800,200

施設費収益 24,677,990

財務収益 3,927,281

その他経常収益 177,565,664

経常収益合計 38,322,529,042

経常損失 △1,306,872,441

臨時損失

固定資産除却損 130,907,248

賠償金負担金 605,728 131,512,976

臨時利益

固定資産売却益 1,379,615

その他臨時利益 430,702 1,810,317

当期純損失 △1,436,575,100

当期総損失 △1,436,575,100

損　益　計　算　書
（平成26年４月１日～平成27年3月31日）

科　　　　　　　　　　目 金　　　　　　　　　　　　額
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【独立行政法人 国立国際医療研究センター】 （単位：円）

Ⅰ　業務活動によるキャッシュ・フロー

人件費支出 △19,032,001,282

材料の購入による支出 △9,353,970,485

その他の業務支出 △6,309,027,244

運営費交付金収入 6,316,640,000

補助金等収入 24,316,552

寄附金収入 57,310,000

医業収入 29,231,082,808

研修収入 54,986,255

研究収入 1,015,865,201

教育収入 282,996,701

その他の収入 228,015,007

小計 2,516,213,513

利息の受取額 5,508,042

利息の支払額 △257,961,798

業務活動によるキャッシュ・フロー 2,263,759,757

Ⅱ　投資活動によるキャッシュ・フロー

定期預金の預入による支出 △5,100,000,000

定期預金の戻入による収入 6,300,000,000

有形固定資産の取得による支出 △5,471,799,814

無形固定資産の取得による支出 △283,183,741

無形固定資産の売却による収入 2,700,000

資産除去債務の履行による支出 △12,608,961

投資活動によるキャッシュ・フロー △4,564,892,516

Ⅲ　財務活動によるキャッシュ・フロー

長期借入れによる収入 2,400,000,000

長期借入金の返済による支出 △1,132,033,417

リース債務償還による支出 △698,653,331

承継負債の支払による支出 △715,306

財務活動によるキャッシュ・フロー 568,597,946

Ⅳ　資金減少額 △1,732,534,813

Ⅴ　資金期首残高 5,495,842,699

Ⅵ　資金期末残高 3,763,307,886

キャッシュ・フロー計算書
（平成26年４月１日～平成27年3月31日）

科　　　　　　　　　　目 金　　　　　　　　　　　　額
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【国立研究開発法人 国立国際医療研究センター】 （単位：円）

Ⅰ　当期未処理損失 △ 5,304,214,933

当期総損失 △ 1,436,575,100

前期繰越欠損金 △ 3,867,639,833

Ⅱ　次期繰越欠損金 △ 5,304,214,933

損失の処理に関する書類
（平成27年8月25日）

科　　　　　　　　　　目 金　　　　　　　　　　額

 5 5 5 5



【独立行政法人 国立国際医療研究センター】 （単位：円）

Ⅰ　業務費用

（１）損益計算書上の費用

業務費 38,274,554,395

一般管理費 1,051,068,669

財務費用 257,691,919

その他経常費用 46,086,500

臨時損失 131,512,976 39,760,914,459

（２）（控除）自己収入等

医業収益 △29,350,652,597

研修収益 △55,259,517

研究収益 △835,506,786

教育収益 △282,996,701

その他経常収益 △252,509,623

臨時利益 △1,810,317 △30,778,735,541

業務費用合計 8,982,178,918

Ⅱ　損益外減価償却相当額 797,272,102

Ⅲ　引当外退職給付増加見積額 487,238,211

Ⅳ　機会費用

政府出資又は地方公共団体出資等の機会費用 277,849,855 277,849,855

Ⅴ　行政サービス実施コスト 10,544,539,086

行政サービス実施コスト計算書

（平成26年４月１日～平成27年3月31日）

科　　　　　　　　　　目 金　　　　　　　　　　　　額
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注 記 事 項 

 

Ⅰ．重要な会計方針 

 

１．運営費交付金収益の計上基準 

業務達成基準を採用しております。 

 

２．減価償却の会計処理方法 

（１）有形固定資産 

定額法を採用しております。 

なお、主な資産の耐用年数は以下のとおりであります。 

建物  ２ ～ ４７年 

構築物  ７ ～ ５０年 

医療用器械備品  ２ ～ １０年 

その他器械備品  ２ ～ ２０年 

また、特定の償却資産（独立行政法人会計基準第８７）の減価償却相当額及び資産除去債務

に対応する特定の除去費用等（独立行政法人会計基準第９１）に係る減価償却相当額について

は、損益外減価償却累計額として資本剰余金から控除して表示しております。 

 

（２）無形固定資産 

定額法を採用しております。 

なお、法人内利用のソフトウェアについては、法人内における利用可能期間（５年）に基づ

いております。 

 

３．退職給付に係る引当金及び見積額の計上基準 

役職員の退職給付に備えるため、運営費交付金により財源措置されない退職給付について、当事

業年度末における退職給付債務の見込額に基づき計上しております。 

なお、行政サービス実施コスト計算書における引当外退職給付増加見積額は、独立行政法人会計

基準第３８に基づき計算された退職一時金に係る退職給付引当金の当期増減額を計上しておりま

す。 

 

４．貸倒引当金の計上基準 

債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等

特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。 

 

５．賞与引当金の計上基準 

役員に対して支給する業績年俸及び職員に対して支給する賞与に備えるため、当事業年度に負担

すべき支給見込額を計上しております。 

 

６．環境対策引当金の計上基準 

サイクロトロン、ＰＣＢ（ポリ塩化ビフェニル）等の処分に係る支出に備えるため、今後発生す

ると見込まれる金額を計上しております。 

 

 

 

7



 

７．たな卸資産の評価基準及び評価方法 

（１）医薬品 

最終仕入原価法に基づく低価法 

（２）診療材料 

最終仕入原価法に基づく低価法 

（３）給食用材料 

最終仕入原価法に基づく低価法 

（４）貯蔵品 

最終仕入原価法に基づく低価法 

 

８．行政サービス実施コスト計算書における機会費用の計上方法 

政府出資又は地方公共団体出資等の機会費用の計算に使用した利率については、１０年利付国債

の平成２７年３月末利回りを参考に０．４００％で計算しております。 

 

９．リース取引の処理方法 

リース料総額が３００万円以上のファイナンス・リース取引については、通常の売買取引に係る

方法に準じた会計処理によっております。 

リース料総額が３００万円未満のファイナンス・リース取引については、通常の賃貸借取引に係

る方法に準じた会計処理によっております。 

 

１０．消費税等の会計処理 

消費税及び地方消費税の会計処理は、税込方式によっております。 

 

 

Ⅱ．貸借対照表 

１．運営費交付金から充当されるべき退職一時金に係る退職給付引当金の見積額 

 6,405,066,873円 

 

２．高度専門医療に関する研究等を行う独立行政法人に関する法律（平成２０年法律第９３号） 

附則第８条第７項に基づく当事業年度末における保証債務の総額 14,410,518,020円 

 

３．金融商品の状況に関する事項 

当センターは、資金運用については預金及び公債に限定し、また、資金調達については財政融資

資金からの借入によっております。 

また、当センターの診療報酬債権に係る回収リスクは、収入管理事務要領等に沿ってリスク低減

を図っております。 

なお、借入金の使途は事業投資資金であり、主務大臣により認可された資金計画に沿って、資金

調達を行っております。 
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４．金融商品の時価等に関する事項 

期末日における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであります。 

（単位：百万円） 
 

 区    分 
 貸借対照表 

 計 上 額 
 時  価  差  額 

（１）現金及び預金 

（２）医業未収金 

（３）未払金 

（４）長期借入金 

        6,263 

      4,697 

         (4,972) 

     （19,910） 

         6,263 

          4,697 

         (4,972) 

       （20,904) 

       － 

            － 

            － 

       （993） 

（注１）負債に計上されているものは（ ）で示しております。 

（注２）金融商品の時価の算定方法に関する事項 

（１）現金及び預金（２）医業未収金（３）未払金 

これらは、短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、

当該帳簿価額によっております。 

（４）長期借入金 

長期借入金の時価については、元利金の合計額を同様の新規借入を行った場合

に想定される利率で割り引いて算定する方法によっております。 

 

 

Ⅲ．損益計算書 

１．国又は地方公共団体からの受託による収益の科目別内訳 

① 医業収益 6,058,754 円 

② 研修収益 1,715,870 円 

③ 研究収益 188,072,000 円 

  合 計 195,846,624 円 

 

２．経常費用の内訳 

①  給与費のうち、引当金繰入額 

賞与引当金繰入額 881,629,876 円 

退職給付引当金繰入額 34,427,182 円 

②  設備関係費のうち、減価償却費 4,740,081,649 円 

③  経費のうち、貸倒引当金繰入額 43,114,151 円 

 

３．財務費用の内訳 

支払利息 257,691,919 円 

 

４．財務収益の内訳 

受取利息 3,927,281 円 
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Ⅳ．キャッシュ・フロー計算書 

１．資金の期末残高と貸借対照表に記載されている科目の金額との関係 

現金及び預金勘定 6,263,307,886 円 

現金及び預金勘定のうち定期預金 2,500,000,000 円 

資金期末残高 3,763,307,886 円 

 

２．重要な非資金取引 

 

寄附の受入による資産の取得 48,298,420 円 

 

 

 

Ⅴ．行政サービス実施コスト計算書 

国からの出向職員に係る引当外退職給付増加見積額は 61,493,882円であります。 

 

 

Ⅵ．退職給付引当金 

１．退職給付債務に関する事項 

（単位：円） 
 

 区    分 平成２７年３月３１日現在 

退職給付債務     （Ａ） 

未認識数理計算上の差異（Ｂ） 

退職給付引当金（Ｃ）＝（Ａ）＋（Ｂ） 

△54,915,853 

0 

△54,915,853 

   

２．退職給付費用に関する事項 

（単位：円） 
 

 区    分 平成２７年３月３１日現在 

勤務費用 

利息費用 

数理計算上の差異の費用処理額 

運営費交付金で財源措置された費用 

退職給付費用 

18,029,598 

312,952 

16,084,632 

410,312,397 

444,739,579 

 

３．退職給付債務等の計算の基礎に関する事項 

 
 

 区    分 平成２７年３月３１日現在 

割引率 

退職給付見込み額の期間配分方法 

過去勤務債務の処理年数 

数理計算上の差異の処理年数 

１.２％ 

期間定額基準 

発生事業年度一括費用処理 

発生事業年度一括費用処理 
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Ⅶ．資産除去債務に係る注記事項 

１．資産除去債務のうち、貸借対照表に計上されているもの 

（１）資産除去債務の内容についての簡潔な説明 

当センターは、当センター建物の解体時におけるアスベスト除去費用及び放射線発生装置、

血液照射装置の処理費用等につき資産除去債務を計上しております。 

（２）支出発生までの見込期間、適用した割引率等の前提条件 

負債計上した資産除去債務の金額の算定にあたっては、支出発生までの見込期間を３～６年

と見積もり、割引率は０．１７０～０．４７０％を使用しております。 

（３）資産除去債務の総額の期中における増減内容 

期首残高 94,500,051 円 

有形固定資産の取得に伴う増加額 0 円 

見積りの変更による増加額 0 円 

時の経過による調整額 34,216 円 

資産除去債務履行に伴う減少額 △40,950,000 円 

期末残高 53,584,267 円 

    

２．資産除去債務のうち、貸借対照表に計上されていないもの 

当センターは、当センターが運営する国立看護大学校の土地について、他の独立行政法人と土地

賃貸借契約を締結しており、当該賃貸借契約に基づく退去時の原状回復に係る債務を有しておりま

す。 

現在、主務大臣から指示される第２期中長期目標（平成２７年４月から平成３３年３月）におい

て、国立看護大学校の廃止や移転等は明記されておらず、当センターが作成した第２期中長期計画

（平成２７年４月から平成３３年３月）においても、国立看護大学校の廃止や移転等は計画してお

りません。さらに、「高度専門医療に関する研究等を行う独立行政法人に関する法律」第１６条の

「国立国際医療研究センターの業務の範囲」において、「六  国立高度専門医療研究センターの

職員の養成及び研修を目的として看護に関する学理及び技術の教授及び研究並びに研修を行う施

設を設置し、これを運営すること。」と、国立看護大学校の設置と運営が明記されているため、国

立看護大学校の廃止や移転が行われるとしても、主務省等の総合的判断を考慮して実施されるもの

であり、その時期については現在未確定な状況であります。 

このようなことから、当該債務に関連する建物の撤去ならびに退去の時期を決定することができ

ず、また、現時点で移転等が行われる予定もないことから、資産除去債務を合理的に見積もること

ができません。そのため、当該債務に見合う資産除去債務を計上しておりません。 

 

Ⅷ．オペレーティング・リース取引 

１．貸借対照表日後一年以内のリース期間に係る未経過リース料 6,106,980 円 

２．貸借対照表日後一年を超えるリース期間に係る未経過リース料 7,012,980 円 
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Ⅸ．重要な債務負担行為 

当事業年度末までに契約を締結し、翌事業年度以降に支払が発生する重要なものは、以下のとお

りです。 

（単位：円） 

契約内容 契約金額 翌事業年度以降の支払金額 

国府台病院 

外来管理治療棟整備工事契約 3,563,538,000  2,169,107,000  

 センター病院 

研究所Ａ棟熱源等更新整備工事契約 

          （追加工事分含） 

 

351,743,040  351,743,040  

国府台病院 

 外来管理治療棟整備工事に伴う外構工事 235,312,106  235,312,106  

 

Ⅹ．重要な後発事象 

該当事項はありません。 
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有
形

固
定

資
産

（
償

却
費

損
益

内
）

１
．

固
定

資
産

の
取

得
、

処
分

、
減

価
償

却
費

（
「

第
8

7
　

特
定

の
償

却
資

産
の

減
価

に
係

る
会

計
処

理
」

及
び

「
第

9
1

　
資

産
除

去
債

務
に

係
る

特
定

の
除

去
費

用
等

の
会

計
処

理
」

に
よ

る
損

益
外

減
価

償
却

相
当

額
も

含
む

。
）

及
び

減
損

損
失

累
計

額
の

明
細

資
産

の
種

類
減

価
償

却
累

計
額

減
損

損
失

累
計

額
摘

要

13



２
．

た
な

卸
資

産
の

明
細

（
単

位
：

円
）

1
7
2
,1
6
7
,5
7
5
注

0
1
7
5
,4
5
9
,0
6
9

0
6
,2
1
7
,8
5
0

2
0
,8
5
4
,1
8
0

3
7
4
,6
9
8
,6
7
4

（
注

）
 当

期
減

少
額

の
そ

の
他

は
、

低
価

法
に

よ
る

評
価

損
で

す
。

３
．

長
期

借
入

金
の

明
細

（
単

位
：

円
）

平
均

利
率

（
％

）
返

済
期

限
摘

　
　

要

1
.3
0
%

平
成

2
7

年
5

月
2

5
日

～ 平
成

5
1

年
3

月
2

0
日

４
．

引
当

金
の

明
細

（
単

位
：

円
）

9
9
3
,2
4
4
,3
4
6

環
境

対
策

引
当

金
9
7
,1
7
9
,1
0
0

1
,0
9
0
,4
2
3
,4
4
6

期
末

残
高

摘
　

　
要

0

5
,8
0
3
,5
1
9
,9
5
1

2
,6
0
9
,9
1
1
,7
1
9

2
6
4
,4
1
5
,3
4
8

9
,6
9
6
,3
1
4
,7
9
4

2
5
7
,4
6
8

そ
の

他

9
1
4
,7
3
3
,0
3
9 0

9
1
4
,7
3
3
,0
3
9

0 0

当
期

減
少

額

期
末

残
高

1
9
,9
1
0
,5
1
8
,0
2
0

1
8
,6
4
2
,5
5
1
,4
3
7

2
,4
0
0
,0
0
0
,0
0
0

1
,1
3
2
,0
3
3
,4
1
7

期
首

残
高

当
期

増
加

額
当

期
減

少
額

2
0
8
,4
4
8
,9
1
7

1
6
0
,2
6
9
,8
4
9

8
,4
3
6
,1
8
1

2
1
,2
5
6
,1
1
3

3
9
8
,4
1
1
,0
6
0

当
期

購
入

・

製
造

・
振

替
払

出
・

振
替

そ
の

他

5
,7
6
7
,4
9
6
,0
7
7

2
,6
2
5
,1
0
0
,9
3
9

2
6
2
,1
9
7
,0
1
7

1
,0
4
1
,5
2
0
,7
6
1

0

2
5
7
,4
6
8

期
首

残
高

当
期

増
加

額
当

期
減

少
額

計

賞
与

引
当

金
9
1
4
,7
3
3
,0
3
9

当
期

増
加

額
期

首
残

高

1
,0
4
1
,9
2
2
,6
9
4

9
,7
1
9
,7
6
9
,7
1
2

目
的

使
用

1
,0
1
1
,9
1
2
,1
3
9

0

9
9
3
,2
4
4
,3
4
6

9
7
,1
7
9
,1
0
0

区
　

　
　

分

9
9
3
,2
4
4
,3
4
6

期
末

残
高

摘
　

　
要

区
　

　
　

分

財
政

融
資

資
金

種
類

計

医
薬

品

診
療

材
料

給
食

用
材

料

貯
蔵

品

14



５
．

貸
付

金
等

に
対

す
る

貸
倒

引
当

金
の

明
細

（
単

位
：

円
）

当
期

増
減

額
期

末
残

高

△
8
,6
1
5
,6
2
0

5
7
,2
5
0
,2
8
2

△
8
,6
1
5
,6
2
0

5
7
,2
5
0
,2
8
2
注
１

0
0

0
0
注
１

△
9
,4
3
0
,4
7
2

2
2
7
,4
9
5
,6
1
3

△
9
,4
3
0
,4
7
2

2
2
7
,4
9
5
,6
1
3
注
２

△
1
8
,0
4
6
,0
9
2

2
8
4
,7
4
5
,8
9
5

（
注

）
１

．
一

般
債

権
に

つ
い

て
は

、
貸

倒
実

績
率

に
よ

り
回

収
不

能
見

込
額

を
計

上
し

て
お

り
ま

す
。

２
．

破
産

更
生

債
権

等
（

発
生

か
ら

１
年

以
上

経
過

し
た

医
業

未
収

金
及

び
未

収
金

）
に

つ
い

て
は

、
個

別
に

回
収

可
能

性
を

検
討

し
回

収
不

能
見

込
額

を
計

上
し

て
お

り
ま

す
。

６
．

退
職

給
付

引
当

金
の

明
細

（
単

位
：

円
）

期
末

残
高

摘
　

　
要

5
4
,9
1
5
,8
5
3

退
職

一
時

金
に

係
る

債
務

5
4
,9
1
5
,8
5
3

年
金

資
産

－

退
職

給
付

引
当

金
5
4
,9
1
5
,8
5
3

7
．

資
産

除
去

債
務

の
明

細
（

単
位

：
円

）

摘
　

　
要

（
注

）
資

産
除

去
債

務
に

対
応

す
る

除
去

費
用

等
に

つ
い

て
、

独
立

行
政

法
人

会
計

基
準

第
9

1
の

特
定

は
さ

れ
て

い
ま

せ
ん

。

0
5
3
,5
8
4
,2
6
70 0

4
,7
5
4
,6
0
9
,5
0
3

4
,7
5
4
,6
0
9
,5
0
3

9
0
5
,4
4
9
,1
0
4

9
0
5
,4
4
9
,1
0
4

注 注

6
5
,8
6
5
,9
0
2

期
末

残
高

6
5
,8
6
5
,9
0
2

石
綿

障
害

予
防

規
則

未
収

金

一
般

債
権

貸
付

金
等

の
残

高
区

　
　

　
分

4
,6
2
5
,7
8
4
,2
6
8

8
1
,1
2
5
,6
6
6

医
業

未
収

金
4
,6
2
5
,7
8
4
,2
6
8

1
2
8
,8
2
5
,2
3
5

4
0
,9
5
0
,0
0
0

8
1
,1
2
5
,6
6
6

2
3
6
,9
2
6
,0
8
5

2
3
6
,9
2
6
,0
8
5

4
,9
4
3
,8
3
6
,0
1
9

区
　

　
　

分

破
産

更
生

債
権

等

計

一
般

債
権

期
首

残
高

当
期

増
減

額

△
9
,4
3
0
,4
7
2

期
首

残
高

2
6
,0
7
9
,3
7
2

2
6
,0
7
9
,3
7
2

－

2
6
,0
7
9
,3
7
2

破
産

更
生

債
権

等

退
職

給
付

債
務

合
計

額

区
　

　
　

分

合
　

計
9
4
,5
0
0
,0
5
1

3
4
,2
1
6

9
4
3
,7
1
8
,2
0
1

放
射

性
同

位
元

素
等

に
よ

る
放

射
線

障
害

の
防

止
に

関
す

る
法

律
5
3
,5
5
0
,0
5
1

3
4
,2
1
6

期
首

残
高

当
期

増
加

額

未
認

識
過

去
勤

務
債

務
及

び
未

認
識

数
理

計
算

上
の

差
異

0

摘
　

　
要

当
期

増
加

額

3
4
,4
2
7
,1
8
2

3
4
,4
2
7
,1
8
2

－

3
4
,4
2
7
,1
8
2

当
期

減
少

額

5
,5
9
0
,7
0
1

5
,5
9
0
,7
0
1

－

5
,5
9
0
,7
0
1

期
首

残
高

2
3
6
,9
2
6
,0
8
5

2
3
6
,9
2
6
,0
8
5

3
0
2
,7
9
1
,9
8
7

貸
倒

引
当

金
の

残
高

2
2
7
,4
9
5
,6
1
3

5
,8
8
7
,5
5
4
,2
2
0

1
2
8
,8
2
5
,2
3
5

8
2
4
,3
2
3
,4
3
8

8
2
4
,3
2
3
,4
3
8

△
9
,4
3
0
,4
7
2

2
2
7
,4
9
5
,6
1
3

当
期

減
少

額
期

末
残

高

0
0

0

0
4
0
,9
5
0
,0
0
0

0

4
0
,9
5
0
,0
0
0

5
3
,5
8
4
,2
6
7
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8
．

保
証

債
務

の
明

細

（
単

位
：

円
）

保
証

料
収

益

件
数

金
額

件
数

金
額

件
数

金
額

件
数

金
額

金
額

(1
,1
3
2
,0
3
3
,4
1
7
)

(1
,1
0
2
,1
4
7
,7
8
0
)

1
1
5
,5
4
2
,5
5
1
,4
3
7

0
0

1
1
,1
3
2
,0
3
3
,4
1
7

1
1
4
,4
1
0
,5
1
8
,0
2
0

－

（
注

）
１

．
高

度
専

門
医

療
に

関
す

る
研

究
等

を
行

う
独

立
行

政
法

人
に

関
す

る
法

律
附

則
第

8
条

第
7

項
の

規
定

に
基

づ
き

、
各

国
立

高
度

専
門

医
療

研
究

セ
ン

　
タ

ー
は

、
厚

生
労

働
大

臣
が

定
め

る
と

こ
ろ

に
よ

り
、

当
該

国
立

高
度

専
門

医
療

研
究

セ
ン

タ
ー

以
外

の
国

立
高

度
専

門
医

療
研

究
セ

ン
タ

ー
が

承
継

　
し

た
旧

特
別

会
計

の
財

政
融

資
資

金
か

ら
の

借
入

金
債

務
を

保
証

し
て

お
り

ま
す

。

２
．

（
　

）
は

、
１

年
以

内
保

証
債

務
減

少
予

定
額

を
記

載
し

て
お

り
ま

す
。

9
．

資
本

金
及

び
資

本
剰

余
金

の
明

細

（
単

位
：

円
）

期
末

残
高

摘
　

　
要

資
本

金
政

府
出

資
金

6
7
,8
8
8
,4
6
1
,5
8
9

6
7
,8
8
8
,4
6
1
,5
8
9

資
　

 本
資

本
剰

余
金

剰
余

金
施

設
費

1
,8
2
1
,5
7
4
,9
7
0

注

運
営

費
交

付
金

0

補
助

金
等

0

寄
附

金
等

0

目
的

積
立

金
0

損
益

外
除

売
却

差
額

相
当

額
△
1
7
1
,1
1
9
,7
3
0

そ
の

他
3
,7
5
6
,1
5
6
,6
0
4

5
,4
0
6
,6
1
1
,8
4
4

損
益

外
減

価
償

却
累

計
額

3
,6
7
8
,8
0
6
,5
0
4

損
益

外
減

損
損

失
累

計
額

0

損
益

外
利

息
費

用
累

計
額

0

1
,7
2
7
,8
0
5
,3
4
0

（
注

）
 

当
期

増
加

額
は

、
特

定
資

産
の

取
得

に
よ

る
も

の
で

す
。

0

0 0 0 0
0 0 0

1
,1
0
3
,2
8
2
,8
2
5

期
首

残
高

当
期

増
加

旧
特

別
会

計
の

財
政

融
資

資
金

か
ら

の
負

債
に

係
る

保
証

債
務区
　

　
　

分
当

期
減

少
期

末
残

高

0
0

3
0
7
,6
0
6
,2
2
0

区
　

　
　

　
　

　
　

分

差
引

計

2
,8
8
3
,1
2
9
,8
9
9

0

0 0 0 0

当
期

減
少

額

7
1
8
,2
9
2
,1
4
5

0
6
7
,8
8
8
,4
6
1
,5
8
9

0

6
7
,8
8
8
,4
6
1
,5
8
9

当
期

増
加

額

0

00

期
首

残
高

1
,1
0
3
,2
8
2
,8
2
5

1
,4
2
0
,1
9
9
,1
2
0

0

00 0

計計

7
9
5
,6
7
6
,6
0
5

00

4
,3
0
3
,3
2
9
,0
1
9

0

△
1
7
1
,1
1
9
,7
3
0

3
,7
5
6
,1
5
6
,6
0
4

0
0 0
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1
0

．
運

営
費

交
付

金
債

務
及

び
当

期
振

替
額

等
の

明
細

（
１

）
運

営
費

交
付

金
債

務
の

増
減

の
明

細

（
単

位
：

円
）

0
1
9
7
,3
0
7
,9
7
9

0

0
5
2
8
,4
4
1
,1
3
8

0

0
6
,3
1
6
,6
4
0
,0
0
0

0

0
7
,0
4
2
,3
8
9
,1
1
7

0

資
本

剰
余

金

当
期

振
替

額

運
営

費
交

付
金

収
益

5
2
8
,4
4
1
,1
3
8

6
,3
1
6
,6
4
0
,0
0
0

4
9
9
,8
7
1
,8
9
8

平
成

２
６

年
度

1
9
7
,3
0
7
,9
7
9

平
成

２
５

年
度

7
2
5
,7
4
9
,1
1
7

資
産

見
返

運
営

費
交

付
金

2
8
,5
6
9
,2
4
0

5
7
,9
3
7
,5
4
7

1
3
9
,3
7
0
,4
3
2

交
付

年
度

計

0

交
付

金
当

期
交

付
額

期
首

残
高

0

0
6
,3
1
6
,6
4
0
,0
0
0

6
,0
9
4
,6
9
9
,0
6
6

2
2
1
,9
4
0
,9
3
4

期
末

残
高

6
,6
5
2
,5
0
8
,5
1
1

3
8
9
,8
8
0
,6
0
6

小
　

　
計

平
成

２
４

年
度
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（
２

）
運

営
費

交
付

金
債

務
の

当
期

振
替

額
の

明
細

平
成

２
４

年
度

交
付

分

（
単

位
：

円
）

２
．

当
該

業
務

に
関

す
る

損
益

等

（
１

）
 損

益
計

算
書

に
計

上
し

た
費

用
の

額
5
7
,9
3
7
,5
4
7

円

　
ア

．
研

究
業

務
0

円

　
イ

．
臨

床
研

究
業

務
5
7
,9
3
7
,5
4
7

円

　
ウ

．
診

療
業

務
0

円

　
エ

．
教

育
研

修
業

務
0

円

　
オ

．
情

報
発

信
業

務
0

円

　
カ

．
国

際
協

力
業

務
0

円

　
キ

．
国

立
看

護
大

学
校

業
務

0
円

　
ク

．
そ

の
他

0
円

　
　

　
（

内
訳

）
退

職
手

当
0

円

（
２

）
固

定
資

産
の

取
得

額
1
3
9
,3
7
0
,4
3
2

円

　
ア

．
研

究
業

務
0

円

　
イ

．
臨

床
研

究
業

務
1
3
9
,3
7
0
,4
3
2

円

　
ウ

．
診

療
業

務
0

円

　
エ

．
情

報
発

信
業

務
0

円

　
オ

．
国

立
看

護
大

学
校

業
務

0
円

３
．

運
営

費
交

付
金

収
益

化
額

の
積

算
根

拠

　
　

年
度

計
画

の
予

定
ど

お
り

に
遂

行
し

た
業

務
に

つ
い

て
、

各
業

務
に

当
て

ら
れ

て
る

運
営

費
交

付
金

の
計

画
額

を
収

益
化

資
本

剰
余

金
0

計
0

1
9
7
,3
0
7
,9
7
9

期
間

進
行

基
準

に
よ

る
振

替
額

運
営

費
交

付
金

収
益

0

合
　

　
　

計

会
計

基
準

第
8

1
第

3
項

に
よ

る
振

替
額

費
用

進
行

基
準

に
よ

る
振

替
額

資
産

見
返

運
営

費
交

付
金

1
3
9
,3
7
0
,4
3
2

　
－

　
（

期
間

進
行

基
準

を
採

用
し

た
業

務
は

あ
り

ま
せ

ん
）

　
－

　
（

費
用

進
行

基
準

を
採

用
し

た
業

務
は

あ
り

ま
せ

ん
）

区
　

　
　

分
金

　
　

　
額

内
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
訳

資
産

見
返

運
営

費
交

付
金

0

資
産

見
返

運
営

費
交

付
金

0

資
本

剰
余

金
0

計
0

運
営

費
交

付
金

収
益

業
務

達
成

基
準

に
よ

る
振

替
額

運
営

費
交

付
金

収
益

5
7
,9
3
7
,5
4
7

１
．

業
務

達
成

基
準

を
採

用
し

た
業

務
：

研
究

業
務

、
臨

床
研

究
業

務
、

診
療

業
務

、
教

育
研

修
業

務
、

情
報

発
信

業
務

、
　

　
国

際
協

力
業

務
、

国
立

看
護

大
学

校
業

務
、

そ
の

他

1
9
7
,3
0
7
,9
7
9

資
本

剰
余

金
0

計

0 0
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平
成

２
５

年
度

交
付

分

（
単

位
：

円
）

２
．

当
該

業
務

に
関

す
る

損
益

等

（
１

）
 損

益
計

算
書

に
計

上
し

た
費

用
の

額
4
9
9
,8
7
1
,8
9
8

円

　
ア

．
研

究
業

務
0

円

　
イ

．
臨

床
研

究
業

務
4
9
9
,8
7
1
,8
9
8

円

　
ウ

．
診

療
業

務
0

円

　
エ

．
教

育
研

修
業

務
0

円

　
オ

．
情

報
発

信
業

務
0

円

　
カ

．
国

際
協

力
業

務
0

円

　
キ

．
国

立
看

護
大

学
校

業
務

0
円

　
ク

．
そ

の
他

0
円

　
　

　
（

内
訳

）
病

院
内

保
育

所
運

営
費

0
円

退
職

手
当

0
円

（
２

）
固

定
資

産
の

取
得

額
2
8
,5
6
9
,2
4
0

円

　
ア

．
研

究
業

務
0

円

　
イ

．
臨

床
研

究
業

務
2
8
,5
6
9
,2
4
0

円

　
ウ

．
国

立
看

護
大

学
校

業
務

0
円

　
エ

．
情

報
発

信
業

務
0

円

３
．

運
営

費
交

付
金

収
益

化
額

の
積

算
根

拠

　
　

年
度

計
画

の
予

定
ど

お
り

に
遂

行
し

た
業

務
に

つ
い

て
、

各
業

務
に

当
て

ら
れ

て
る

運
営

費
交

付
金

の
計

画
額

を
収

益
化

会
計

基
準

第
8

1
第

3
項

に
よ

る
振

替
額

0

合
　

　
　

計
5
2
8
,4
4
1
,1
3
8

１
．

業
務

達
成

基
準

を
採

用
し

た
業

務
：

研
究

業
務

、
臨

床
研

究
業

務
、

診
療

業
務

、
教

育
研

修
業

務
、

情
報

発
信

業
務

、
　

　
国

際
協

力
業

務
、

国
立

看
護

大
学

校
業

務
、

そ
の

他

資
産

見
返

運
営

費
交

付
金

2
8
,5
6
9
,2
4
0

資
本

剰
余

金
0

計

費
用

進
行

基
準

に
よ

る
振

替
額

運
営

費
交

付
金

収
益

0

資
本

剰
余

金
0

計
00

　
－

　
（

期
間

進
行

基
準

を
採

用
し

た
業

務
は

あ
り

ま
せ

ん
）

資
産

見
返

運
営

費
交

付
金

0

5
2
8
,4
4
1
,1
3
8

運
営

費
交

付
金

収
益

4
9
9
,8
7
1
,8
9
8

内
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
訳

　
－

　
（

費
用

進
行

基
準

を
採

用
し

た
業

務
は

あ
り

ま
せ

ん
）

資
産

見
返

運
営

費
交

付
金

0

資
本

剰
余

金
0

期
間

進
行

基
準

に
よ

る
振

替
額

業
務

達
成

基
準

に
よ

る
振

替
額

運
営

費
交

付
金

収
益

0

区
　

　
　

分
金

　
　

　
額

計
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平
成

２
６

年
度

交
付

分

（
単

位
：

円
）

２
．

当
該

業
務

に
関

す
る

損
益

等

（
１

）
 損

益
計

算
書

に
計

上
し

た
費

用
の

額
6
,0
9
4
,6
9
9
,0
6
6

円

　
ア

．
研

究
業

務
1
,1
3
4
,3
1
0
,4
5
6

円

　
イ

．
臨

床
研

究
業

務
1
,3
3
8
,3
4
6
,2
5
0

円

　
ウ

．
診

療
業

務
1
5
7
,2
9
0
,0
0
0

円

　
エ

．
教

育
研

修
業

務
1
,7
5
2
,4
1
0
,0
0
0

円

　
オ

．
情

報
発

信
業

務
1
4
7
,9
7
5
,3
6
0

円

　
カ

．
国

際
協

力
業

務
5
9
1
,4
5
4
,0
0
0

円

　
キ

．
国

立
看

護
大

学
校

業
務

5
5
3
,5
8
7
,0
0
0

円

　
ク

．
そ

の
他

4
1
9
,3
2
6
,0
0
0

円

　
　

　
（

内
訳

）
病

院
内

保
育

所
運

営
費

8
,6
7
8
,0
0
0

円

退
職

手
当

4
1
0
,6
4
8
,0
0
0

円

（
２

）
固

定
資

産
の

取
得

額
2
2
1
,9
4
0
,9
3
4

円

　
ア

．
研

究
業

務
5
0
,9
7
5
,5
4
4

円

　
イ

．
臨

床
研

究
業

務
1
6
0
,2
1
0
,7
5
0

円

　
ウ

．
情

報
発

信
業

務
1
0
,7
5
4
,6
4
0

円

３
．

運
営

費
交

付
金

収
益

化
額

の
積

算
根

拠

　
　

年
度

計
画

の
予

定
ど

お
り

に
遂

行
し

た
業

務
に

つ
い

て
、

各
業

務
に

当
て

ら
れ

て
る

運
営

費
交

付
金

の
計

画
額

を
収

益
化

会
計

基
準

第
8

1
第

3
項

に
よ

る
振

替
額

0

合
　

　
　

計
6
,3
1
6
,6
4
0
,0
0
0

費
用

進
行

基
準

に
よ

る
振

替
額

運
営

費
交

付
金

収
益

0

　
－

　
（

費
用

進
行

基
準

を
採

用
し

た
業

務
は

あ
り

ま
せ

ん
）

資
産

見
返

運
営

費
交

付
金

0

資
本

剰
余

金
0

計
0

期
間

進
行

基
準

に
よ

る
振

替
額

運
営

費
交

付
金

収
益

0

　
－

　
（

期
間

進
行

基
準

を
採

用
し

た
業

務
は

あ
り

ま
せ

ん
）

資
産

見
返

運
営

費
交

付
金

0

資
本

剰
余

金
0

計
0

区
　

　
　

分
金

　
　

　
額

内
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
訳

業
務

達
成

基
準

に
よ

る
振

替
額

運
営

費
交

付
金

収
益

6
,0
9
4
,6
9
9
,0
6
6

１
．

業
務

達
成

基
準

を
採

用
し

た
業

務
：

研
究

業
務

、
臨

床
研

究
業

務
、

診
療

業
務

、
教

育
研

修
業

務
、

情
報

発
信

業
務

、
　

　
国

際
協

力
業

務
、

国
立

看
護

大
学

校
業

務
、

そ
の

他

資
産

見
返

運
営

費
交

付
金

2
2
1
,9
4
0
,9
3
4

資
本

剰
余

金
0

計
6
,3
1
6
,6
4
0
,0
0
0
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１
１
．
運
営
費
交
付
金
以
外
の
国
等
か
ら
の
財
源
措
置
の
明
細

（
１
）
施
設
費
の
明
細

（
単
位
：
円
）

1
7
9
,2
3
1
,6
3
2

9
,6
5
6
,3
6
8
注

2
8
8
,7
5
6
,5
2
0

1
3
2
,4
8
0
注

3
4
8
,5
6
4
,5
3
3

1
4
,5
1
8
,4
6
7
注

8
1
6
,5
5
2
,6
8
5

2
4
,3
0
7
,3
1
5

（
注
）
　
当
期
交
付
額
（
8
4
0
,8
6
0
,0
0
0
円
）
は
、
期
末
時
点
に
お
い
て
未
収
金
と
し
て
計
上
さ
れ
て
お
り
ま
す
。

（
２
）
補
助
金
等
の
明
細

（
単
位
：
円
）

0
0

6
,3
8
0
,0
0
0

0
0

1
,3
9
3
,0
0
0

0
0

2
,3
9
1
,5
5
2

0
0

7
,2
7
3
,0
0
0

0
0

1
7
,4
3
7
,5
5
2

当
期
交
付
額

左
の
会
計
処
理
内
訳

区
　
　
　
　
　
分

当
期
交
付
額

3
6
3
,0
8
3
,0
0
0

8
4
0
,8
6
0
,0
0
0

摘
　
要

資
本
剰
余
金

平
成
2
3
年
度
国
庫
債
務
負
担
行
為
に
基
づ
く
施
設
整
備
費
補
助
金

（
新
棟
整
備
第
２
期
工
事
）

資
本
剰
余
金

東
京
都
災
害
拠
点
病
院
ヘ
リ
サ
イ
ン
整
備
事
業

特
定
機
能
病
院
勤
務
医
等
負
担
軽
減
支
援
事
業
補
助
金

建
設
仮
勘
定

補
助
金
等

左
の
会
計
処
理
内
訳

資
産
見
返

補
助
金
等

2
,3
9
1
,5
5
2

0
1
,3
9
3
,0
0
0

6
,3
8
0
,0
0
0

0

医
療
機
関
に
お
け
る
外
国
人
患
者
受
入
れ
環
境
整
備
事
業
補
助
金

7
,2
7
3
,0
0
0

0

1
7
,4
3
7
,5
5
2

0 0
合
　
　
　
　
　
計

収
益
計
上

摘
　
要

平
成
２
６
年
度
こ
こ
ろ
の
健
康
づ
く
り
対
策
事
業
費
補
助
金
（
思
春
期
精
神
保
健
対
策
専
門
研
修
事
業
）

区
　
　
　
　
　
分

1
8
8
,8
8
8
,0
0
0

0

平
成
2
6
年
度
施
設
整
備
費
補
助
金

（
研
究
所
Ａ
棟
熱
源
等
更
新
整
備
工
事
）

合
　
　
　
　
　
計

0 0

建
設
仮
勘
定

見
返
施
設
費

2
8
8
,8
8
9
,0
0
0

平
成
2
5
年
度
国
庫
債
務
負
担
行
為
に
基
づ
く
施
設
整
備
費
補
助
金

（
外
来
管
理
治
療
棟
新
築
等
整
備
）

0

そ
の
他
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１
２
．
役
員
及
び
職
員
の
給
与
の
明
細

（
単
位
：
千
円
、
人
）

支
給
人
員

(0
) 0

(0
)

1
7
2

(0
)

1
7
2

（
注
）
１
．

２
．

３
．

支
給
人
員
は
、
年
間
平
均
支
給
人
数
を
記
載
し
て
お
り
ま
す
。

４
．

非
常
勤
の
役
員
及
び
職
員
は
、
外
数
と
し
て
（
　
　
）
で
記
載
し
て
お
り
ま
す
。

５
．

中
期
計
画
に
お
い
て
は
、
法
定
福
利
費
等
を
含
め
て
予
算
上
の
人
件
費
と
し
て
お
り
ま
す
が
、
上
記
明
細
に
は
法
定
福
利
費
等
は
含
ま
れ
て
お
り
ま
せ
ん
。

役
員
に
対
す
る
報
酬
等
の
支
給
基
準
は
、
独
立
行
政
法
人
国
立
国
際
医
療
研
究
セ
ン
タ
ー
役
員
報
酬
規
程
及
び
独
立
行
政
法
人
国
立
国
際
医
療
研
究
セ
ン
タ
ー
役
員
退
職
手
当
規
程
に
よ
っ
て
お
り
ま
す
。

区
　
　
　
分

職
員
に
対
す
る
給
与
等
の
支
給
基
準
は
、
独
立
行
政
法
人
国
立
国
際
医
療
研
究
セ
ン
タ
ー
職
員
給
与
規
程
、
独
立
行
政
法
人
国
立
国
際
医
療
研
究
セ
ン
タ
ー
非
常
勤
職
員
給
与
規
程
、
独
立
行
政
法
人
国
立
国
際
医
療
研
究
セ
ン
タ
ー
非
常
勤
医

師
及
び
歯
科
医
師
給
与
規
程
、
独
立
行
政
法
人
国
立
国
際
医
療
研
究
セ
ン
タ
ー
職
員
退
職
手
当
規
程
に
よ
っ
て
お
り
ま
す
。

役
　
　
　
員

職
　
　
　
員

合
　
　
　
計

支
給
額

支
給
人
員

退
職
手
当

支
給
額

報
酬
又
は
給
与

4
1
0
,3
1
2

(6
) 3

(7
9
4
)

1
,8
3
9

(8
0
0
)

1
,8
4
2

(6
,1
8
0
)

4
9
,3
5
1

(2
,9
2
0
,5
9
0
)

1
2
,3
4
6
,1
0
4

(2
,9
2
6
,7
7
0
)

1
2
,3
9
5
,4
5
5

(0
) 0

(0
)

(0
)

4
1
0
,3
1
2
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１
３

．
開

示
す

べ
き

セ
グ

メ
ン

ト
情

報
（

単
位

：
円

）

研
究

事
業

臨
床

研
究

事
業

診
療

事
業

教
育

研
修

事
業

情
報

発
信

事
業

国
際

協
力

事
業

国
立

看
護

大
学

校
事

業
計

法
人

共
通

合
計

事
業

費
用

業
務

費
1
,4
2
4
,7
9
9
,4
9
8

3
,0
3
6
,9
3
3
,6
6
5

2
9
,4
5
5
,8
4
5
,1
3
5

2
,6
6
5
,0
7
9
,3
7
8

2
2
4
,4
8
0
,6
3
4

6
2
3
,1
6
0
,0
1
4

8
4
4
,2
5
6
,0
7
1

3
8
,2
7
4
,5
5
4
,3
9
5

-
3
8
,2
7
4
,5
5
4
,3
9
5

一
般

管
理

費
-

-
-

-
-

-
-

-
1
,0
5
1
,0
6
8
,6
6
9

1
,0
5
1
,0
6
8
,6
6
9

財
務

費
用

0
1
7
8
,8
4
0

2
5
7
,5
1
3
,0
7
9

0
0

0
0

2
5
7
,6
9
1
,9
1
9

0
2
5
7
,6
9
1
,9
1
9

そ
の

他
3
,2
1
6

3
,0
4
9
,4
3
1

1
2
,1
3
1
,0
0
0

0
1
5
,2
6
9

8
6
4

7
9
,9
1
8

1
5
,2
7
9
,6
9
8

3
0
,8
0
6
,8
0
2

4
6
,0
8
6
,5
0
0

事
業

費
用

計
1
,4
2
4
,8
0
2
,7
1
4

3
,0
4
0
,1
6
1
,9
3
6

2
9
,7
2
5
,4
8
9
,2
1
4

2
,6
6
5
,0
7
9
,3
7
8

2
2
4
,4
9
5
,9
0
3

6
2
3
,1
6
0
,8
7
8

8
4
4
,3
3
5
,9
8
9

3
8
,5
4
7
,5
2
6
,0
1
2

1
,0
8
1
,8
7
5
,4
7
1

3
9
,6
2
9
,4
0
1
,4
8
3

事
業

収
益

研
究

収
益

-
7
4
7
,4
9
8
,2
4
3

-
-

-
-

-
7
4
7
,4
9
8
,2
4
3

2
9
7
,5
5
4
,0
5
2

1
,0
4
5
,0
5
2
,2
9
5

医
業

収
益

-
-

2
9
,3
5
0
,6
5
2
,5
9
7

-
-

-
-

2
9
,3
5
0
,6
5
2
,5
9
7

-
2
9
,3
5
0
,6
5
2
,5
9
7

研
修

収
益

-
-

-
3
7
,2
3
3
,0
5
8

-
1
8
,0
2
6
,4
5
9

-
5
5
,2
5
9
,5
1
7

-
5
5
,2
5
9
,5
1
7

教
育

収
益

-
-

-
-

-
-

2
8
2
,9
9
6
,7
0
1

2
8
2
,9
9
6
,7
0
1

-
2
8
2
,9
9
6
,7
0
1

運
営

費
交

付
金

収
益

1
,1
3
4
,3
1
0
,4
5
6

1
,8
9
6
,1
5
5
,6
9
5

1
5
7
,2
9
0
,0
0
0

1
,7
5
2
,4
1
0
,0
0
0

1
4
7
,9
7
5
,3
6
0

5
9
1
,4
5
4
,0
0
0

5
5
3
,5
8
7
,0
0
0

6
,2
3
3
,1
8
2
,5
1
1

4
1
9
,3
2
6
,0
0
0

6
,6
5
2
,5
0
8
,5
1
1

補
助

金
等

収
益

0
0

1
7
,4
3
7
,5
5
2

0
0

0
0

1
7
,4
3
7
,5
5
2

0
1
7
,4
3
7
,5
5
2

寄
附

金
収

益
0

3
4
,7
5
2
,2
1
8

3
,5
0
6
,7
3
0

8
2
7
,7
8
6

0
1
0
,0
0
0

0
3
9
,0
9
6
,7
3
4

5
,5
5
4
,0
0
0

4
4
,6
5
0
,7
3
4

資
産

見
返

負
債

戻
入

資
産

見
返

運
営

費
交

付
金

戻
入

2
1
,5
6
7
,0
8
5

1
8
5
,1
5
6
,6
4
3

7
,2
7
6
,8
0
1

0
1
,0
1
2
,3
2
8

0
1
,8
0
5
,0
6
4

2
1
6
,8
1
7
,9
2
1

0
2
1
6
,8
1
7
,9
2
1

資
産

見
返

補
助

金
等

戻
入

2
7
2
,6
6
1
,7
9
2

0
1
2
0
,7
9
6
,2
3
7

3
0
,7
4
0
,6
5
6

0
0

0
4
2
4
,1
9
8
,6
8
5

0
4
2
4
,1
9
8
,6
8
5

資
産

見
返

寄
附

金
戻

入
8
8
3
,0
4
8

2
4
,6
9
5
,8
0
4

4
4
7
,9
4
4

0
0

0
3
3
9
,1
4
8

2
6
,3
6
5
,9
4
4

0
2
6
,3
6
5
,9
4
4

資
産

見
返

物
品

受
贈

額
戻

入
0

0
0

0
0

0
4
1
7
,6
5
0

4
1
7
,6
5
0

0
4
1
7
,6
5
0

施
設

費
収

益
1
4
,5
1
8
,4
6
7

1
0
,1
5
9
,5
2
3

0
0

0
0

0
2
4
,6
7
7
,9
9
0

0
2
4
,6
7
7
,9
9
0

財
務

収
益

0
0

0
0

0
0

0
0

3
,9
2
7
,2
8
1

3
,9
2
7
,2
8
1

そ
の

他
1
,7
8
6
,1
2
9

1
,4
4
7
,4
9
6

7
2
,7
6
3
,1
0
5

1
9
,4
2
6
,9
5
6

1
1
6
,1
2
4

7
,8
6
2
,4
2
0

3
,0
3
0
,4
3
3

1
0
6
,4
3
2
,6
6
3

7
1
,1
3
3
,0
0
1

1
7
7
,5
6
5
,6
6
4

事
業

収
益

計
1
,4
4
5
,7
2
6
,9
7
7

2
,8
9
9
,8
6
5
,6
2
2

2
9
,7
3
0
,1
7
0
,9
6
6

1
,8
4
0
,6
3
8
,4
5
6

1
4
9
,1
0
3
,8
1
2

6
1
7
,3
5
2
,8
7
9

8
4
2
,1
7
5
,9
9
6

3
7
,5
2
5
,0
3
4
,7
0
8

7
9
7
,4
9
4
,3
3
4

3
8
,3
2
2
,5
2
9
,0
4
2

事
業

損
益

（
△

損
失

）
2
0
,9
2
4
,2
6
3

△
1
4
0
,2
9
6
,3
1
4

4
,6
8
1
,7
5
2

△
8
2
4
,4
4
0
,9
2
2

△
7
5
,3
9
2
,0
9
1

△
5
,8
0
7
,9
9
9

△
2
,1
5
9
,9
9
3

△
1
,0
2
2
,4
9
1
,3
0
4

△
2
8
4
,3
8
1
,1
3
7

△
1
,3
0
6
,8
7
2
,4
4
1

4
,5
0
9
,8
0
3
,6
3
4

2
,6
6
8
,2
9
8
,0
6
1

7
6
,0
2
4
,6
5
0
,9
7
2

1
,6
4
6
,7
9
2
,3
0
5

1
5
9
,9
3
3
,7
2
4

1
3
9
,2
8
5
,4
8
6

3
,3
3
4
,0
9
1
,2
1
0

8
8
,4
8
2
,8
5
5
,3
9
2

6
,7
9
0
,9
7
8
,3
6
9

9
5
,2
7
3
,8
3
3
,7
6
1

　
（

主
要

資
産

内
訳

）

流
動

資
産 現
金

及
び

預
金

0
0

0
0

0
0

0
0

6
,2
6
3
,3
0
7
,8
8
6

6
,2
6
3
,3
0
7
,8
8
6

医
業

未
収

金
0

0
4
,7
5
4
,6
0
9
,5
0
3

0
0

0
0

4
,7
5
4
,6
0
9
,5
0
3

0
4
,7
5
4
,6
0
9
,5
0
3

固
定

資
産 有
形

固
定

資
産

4
,1
4
5
,3
7
8
,8
1
5

2
,1
0
5
,4
6
6
,7
4
6

7
0
,4
2
5
,8
9
9
,1
1
9

1
,6
4
4
,7
5
1
,4
3
0

1
1
7
,9
4
7
,1
5
8

1
3
8
,1
5
1
,2
8
5

3
,3
2
4
,0
4
6
,3
1
4

8
1
,9
0
1
,6
4
0
,8
6
7

6
,3
2
7
,9
8
3

8
1
,9
0
7
,9
6
8
,8
5
0

（
１

）

（
２

）
事

業
の

内
容

「
研

究
事

業
」

 ：
 感

染
症

そ
の

他
の

医
療

に
関

す
る

国
際

的
研

究
・

開
発

を
推

進
す

る
事

業

「
臨

床
研

究
事

業
」

 ：
 治

療
成

績
及

び
患

者
の

Q
O

L
の

向
上

に
つ

な
が

る
臨

床
研

究
及

び
治

験
等

の
事

業

「
診

療
事

業
」

 ：
 感

染
症

そ
の

他
の

患
者

及
び

そ
の

家
族

の
視

点
に

立
っ

た
、

良
質

か
つ

安
全

な
医

療
を

提
供

す
る

た
め

の
事

業

「
教

育
研

修
事

業
」

 ：
 感

染
症

そ
の

他
の

医
療

に
対

す
る

研
究

・
医

療
の

専
門

家
（

看
護

師
、

薬
剤

師
等

の
コ

メ
デ

ィ
カ

ル
部

門
も

含
む

。
）

の
育

成
を

積
極

的
に

行
う

事
業

「
情

報
発

信
事

業
」

 ：
 研

究
成

果
等

や
収

集
し

た
国

内
外

の
最

新
知

見
等

の
情

報
を

迅
速

か
つ

分
か

り
易

く
、

国
民

及
び

医
療

機
関

に
提

供
す

る
事

業

「
国

際
協

力
事

業
」

 ：
　

海
外

へ
技

術
者

を
派

遣
し

医
療

に
係

る
国

際
協

力
に

関
す

る
調

査
及

び
研

究
並

び
に

技
術

者
の

研
修

を
行

う
事

業

「
国

立
看

護
大

学
校

事
業

」
 ：

　
国

立
高

度
専

門
医

療
研

究
セ

ン
タ

ー
の

職
員

の
養

成
及

び
研

修
を

目
的

と
し

て
看

護
に

関
す

る
学

理
及

び
技

術
の

教
授

及
び

研
究

並
び

に
研

修
を

行
う

事
業

（
３

）
事

業
費

用
の

う
ち

法
人

共
通

は
、

各
セ

グ
メ

ン
ト

に
配

賦
不

能
な

費
用

で
あ

り
、

そ
の

主
な

も
の

は
、

管
理

部
門

に
係

る
費

用
（

1
,0

5
1

,0
6

8
,6

6
9

円
）

で
す

。

（
４

）
総

資
産

の
う

ち
法

人
共

通
は

、
各

セ
グ

メ
ン

ト
に

配
賦

し
な

か
っ

た
資

産
で

あ
り

、
そ

の
主

な
も

の
は

、
現

金
及

び
預

金
（

6
,2

6
3

,3
0

7
,8

8
6

円
）

で
す

。

（
５

）
損

益
外

減
価

償
却

相
当

額
、

損
益

外
減

損
損

失
相

当
額

、
損

益
外

除
売

却
差

額
相

当
額

及
び

引
当

外
退

職
給

付
増

加
見

積
額

の
各

セ
グ

メ
ン

ト
の

金
額

は
、

以
下

の
と

お
り

で
す

。

（
単

位
：

円
）

研
究

事
業

臨
床

研
究

事
業

診
療

事
業

教
育

研
修

事
業

情
報

発
信

事
業

国
際

協
力

事
業

国
立

看
護

大
学

校
事

業
計

法
人

共
通

合
計

4
0
0
,7
3
1
,4
0
8

4
3
,8
0
5
,5
2
1

5
2
,2
7
4
,2
8
2

6
2
,7
7
7
,0
3
4

6
,9
3
3
,1
4
5

8
,7
2
5
,3
4
4

2
2
2
,0
2
5
,3
6
8

7
9
7
,2
7
2
,1
0
2

0
7
9
7
,2
7
2
,1
0
2

3
7
,8
6
4
,1
7
8

4
,9
6
4
,8
7
9

4
3
4
,1
4
7
,6
2
0

△
1
9
,3
7
5
,3
9
2

8
5
2
,7
3
3

3
5
,7
5
3
,5
3
6

9
,6
1
3
,1
9
4

5
0
3
,8
2
0
,7
4
8

△
1
6
,5
8
2
,5
3
7

4
8
7
,2
3
8
,2
1
1

１
４

．
上

記
以

外
の

主
な

資
産

、
負

債
、

費
用

及
び

収
益

の
明

細

　
　

該
当

事
項

は
あ

り
ま

せ
ん

。

引
当

外
退

職
給

付
増

加
見

積
額

セ
グ

メ
ン

ト
の

区
分

に
つ

い
て

は
、

高
度

専
門

医
療

に
関

す
る

研
究

等
を

行
う

独
立

行
政

法
人

に
関

す
る

法
律

に
定

め
ら

れ
て

い
る

業
務

内
容

に
基

づ
き

、
「

研
究

事
業

」
、

「
臨

床
研

究
事

業
」

、
「

診
療

事
業

」
、

「
教

育
研

修
事

業
」

、
「

情
報

発
信

事
業

」
、

「
国

際
協

力
事

業
」

、
「

国
立

看
護

大
学

校
事

業
」

に
区

分
し

て
お

り
ま

す
。

総
資

産

損
益

外
減

価
償

却
相

当
額
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決決決決 算算算算 報報報報 告告告告 書書書書  



【独立行政法人 国立国際医療研究センター】 （単位：円）

区　　分 予 算 額 決 算 額 差　　額 備　 考

収入

運営費交付金 6,316,640,000 6,316,640,000 0

施設整備費補助金 840,862,000 0 △840,862,000

長期借入金等 4,700,000,000 2,400,000,000 △2,300,000,000 借入時期を変更したことによる。

業務収入 30,906,983,000 30,666,557,517 △240,425,483

その他収入 3,939,143,000 6,536,223,049 2,597,080,049

計 46,703,628,000 45,919,420,566 △784,207,434

支出

業務経費 33,930,421,000 34,694,999,011 764,578,011

研究業務経費 1,146,684,000 1,069,221,547 △77,462,453 材料費を削減したことによる。

臨床研究業務経費 2,565,887,000 2,623,747,562 57,860,562 材料費が増加したことによる。

診療業務経費 24,641,126,000 25,271,839,543 630,713,543 人件費が増加したことによる。

教育研修業務経費 2,741,524,000 2,610,070,465 △131,453,535 人件費が減少したことによる。

情報発信業務経費 266,048,000 285,968,152 19,920,152 人件費が増加したことによる。

国際協力業務経費 607,786,000 620,908,696 13,122,696 人件費が増加したことによる。

国立看護大学校業務経費 835,292,000 834,788,530 △503,470

その他の経費 1,126,074,000 1,378,454,516 252,380,516 人件費が増加したことによる。

施設整備費 8,746,799,000 5,754,983,555 △2,991,815,445

借入金償還 1,132,033,000 1,132,033,417 417

支払利息 257,166,000 257,961,798 795,798

その他支出 698,653,000 5,811,977,598 5,113,324,598

計 44,765,072,000 47,651,955,379 2,886,883,379

（注）損益計算書の計上額と決算額の集計区分の相違の概要は、以下のとおりであります。

　 （２）損益計算書の財務収益、その他経常収益は、決算報告書上は「その他収入」に含んでおります。

決　算　報　告　書
（平成26年４月１日～平成27年3月31日）

医業収入が減少したことによる。

施設整備費補助金が未収金となっている
ことによる。

定期預金の預入等により増加したことに
よる。

　 （１）損益計算書の補助金等収益、業務収益、寄附金収益は、決算報告書上は「業務収入」に含んでおります。

　 （３）損益計算書の一般管理費、その他経常費用は、決算報告書上は業務経費の「その他の経費」に含んでおります。

施設整備費補助金が未収金となっている
ことによる。

定期預金戻入等により増加したことによ
る。
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監監監監 事事事事 のののの 意意意意 見見見見  
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会計監査人の意見会計監査人の意見会計監査人の意見会計監査人の意見 
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